
  

 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 
                 利益相反マネジメント委員会 

 
この要領は、東京大学利益相反マネジメント委員会規則第９条第１項の規定に基づき、産
学官連携活動に携わる役員及び常勤の教職員（委員会が別に指定する者に限る。）（以下「教
職員等」という。）が提出する利益相反に関する自己申告書の記入について定めるものとす
る。 
 

東京大学教職員等の利益相反に関する自己申告書記入要領 
 
一 昨年度、あなたは学外の企業、国又は地方公共団体等の行政機関、その他の団体におい
て、取締役、執行役、その他の役職等についていたことがありますか。ただし、東京大学教
職員の利益相反に関するセーフ・ハーバー・ルール（以下「セーフ・ハーバー・ルール」と
いう。）第２条又は第３条により利益相反行為に該当しない行為とみなされる場合は除きま
す。該当する場合は、「企業等の活動に関する申告書」（様式第１号）により以下の質問にお
答え下さい。 
（１） 当該企業等の団体の名称及び住所をお教え下さい。 
（２） 当該役職の名称及びその職務の内容をお教え下さい。 
（３） 当該役職等の就任にあたり東京大学教職員兼業規程に従い兼業の許可を受けま
したか。受けた場合はその時期を記して下さい。また、許可期間更新の申請をす
る予定はありますか。予定している場合はその期間を記して下さい。 

（４） 当該役職に従事した時間は、昨年度１年間の総計で何時間になりますか。ただし、
３０時間（各部局の利益相反ガイドラインが、セーフ・ハーバー・ルール第５条
の基準の時間を定めた場合は、当該時間による。以下の各「３０時間」の定めに
つき同じ。）未満であれば、お答え頂く必要はありません。 

（５） 当該役職より得た昨年度１年間の収入の総額はいくらになりますか。ただし、３
０万円（各部局の利益相反ガイドラインが、セーフ・ハーバー・ルール第５条の
基準の金額を定めた場合は、当該金額による。以下の各「３０万円」の定めにつ
き同じ。）未満であれば、お答え頂く必要はありません。 

 
二 昨年度、一以外に学外の企業、国又は地方公共団体の行政機関、その他の団体のための
活動を行った場合は、「企業等の活動に関する申告書」（様式第１号）により以下の質問にお
答え下さい。ただし、セーフ・ハーバー・ルール第２条又は第３条により利益相反行為に該
当しない行為とみなされる場合、及び昨年度１年間に当該活動に従事した時間が１０時間
未満の場合であり、かつ当該活動より得た収入が１０万円未満の場合（各部局の利益相反ガ
イドラインが、これと異なる時間又は金額を定める場合は、当該時間又は金額による。）は



  

除きます。 
（１） 当該企業等の団体の名称及び住所をお教え下さい。 
（２） 当該活動の内容をお教え下さい。 
（３） 当該活動は東京大学教職員兼業規程に従い兼業の許可を受けて行われたもので
すか。受けた場合はその時期を記して下さい。また、許可期間更新の申請をする
予定はありますか。予定している場合はその期間を記して下さい。 

（４） 当該活動に従事した時間は、昨年度１年間の総計で何時間になりますか。ただし、
３０時間未満であればお答え頂く必要はありません。 

（５） 当該活動より得た昨年度１年間の収入の総額はいくらになりますか。ただし、３
０万円未満であればお答え頂く必要はありません。 

 
三 あなた又はあなたの２親等内の親族が、あなたが昨年度末に関与していた、又はあなた
が過去３年内に関与した産学官連携活動の相手方企業等の株式、新株予約権、又は持分を所
有している場合は、以下の質問にお答え下さい。 
 あなたが所有しているものを「株式等の所有に関する申告書」（様式第２号）により、あ
なたの２親等内の親族が所有しているものの合計を「親族の株式等の所有に関する申告書」
（様式第３号）によりお答え下さい。 
（１） 当該企業等の名称及び住所をお教え下さい。 
（２） 所有する株式会社の株式（新株予約権を含む。）、発行済株式総数に占める割合、
その取得時期、取得方法及び取得対価をお教えください。新株予約権については
行使の際の払込価額をお教え下さい。上場株式の場合はその時価総額もお教え
下さい。上場株式の新株予約権についても、当該新株予約権を昨年度末において
行使したとすれば取得する株式の時価から新株予約権の行使の際の払込価額を
控除した新株予約権の時価総額をお教え下さい。 

（３） 所有する持分会社等の企業等の持分の数、総社員の持分に占める割合、その取得
時期及び取得対価をお教えください。 

（４） 昨年度中に取得又は譲渡した株式、新株予約権、又は持分の数、発行済株式総数
又は総社員の持分に占める割合並びにその方法及びその対価をお教え下さい。 

 
四 あなたが昨年度末に関与していた、又はあなたが過去３年内に関与した産学官連携活
動の相手方企業等との間で、あなた又はあなたの２親等内の親族が、役員、コンサルティン
グ、原材料の供給、代理店、雇用等の契約関係にあり、その昨年度１年間の契約金額が３０
万円以上の場合は、以下の質問にお答え下さい。 
 あなたが契約しているものを「契約関係に関する申告書」（様式第４号）に、あなたの２
親等内の親族が契約しているものを「親族の契約関係に関する申告書」（様式第５号）によ
りお答え下さい。 



  

（１） 相手方の企業等の名称及び住所をお教え下さい。 
（２） 共同研究等、相手方企業等との産学官連携活動の内容をお教え下さい。 
（３） 契約関係の内容及びその契約金額をお教え下さい。 
 
五 昨年度、共同研究等、産学官連携活動の一環として、あなたの指導する学生を学外の企
業等の団体に派遣したことがありますか。ある場合は「学生の派遣に関する申告書」（様式
第６号）により以下の質問にお答え下さい。 
（１） 派遣先の企業等の団体の名称及び住所をお教え下さい。 
（２） 派遣した学生の氏名及び学年をお教え下さい。 
（３） 派遣にあたり学生の承諾を得ましたか。 
（４） 派遣先における学生の活動内容及び待遇をお教え下さい。 
（５） 派遣先における学生の活動と教育目的の関係を説明して下さい。 
 
六 昨年度１年間に、大学以外からの特許権、実用新案権、意匠権、育成者権、回路配置利
用権、プログラムの著作権に基づく収入があった場合は、その権利の内容、収入先、収入総
額を「特許権等に基づく収入に関する申告書」（様式第７号）によりお教え下さい。ただし、
その金額が３０万円未満の場合はこの限りではありません。 
 
 
 


